
 

 

改正 令和７年５月２２日 原規規発第 2505223 号 原子力規制委員会決定 

 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準の

一部を改正する規程を次のように定める。 

 

令和７年５月２２日 

 

原子力規制委員会   

 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基

準の一部を改正する規程 

 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準

（原管廃発第 13112716 号）の一部を、別表により改正する。 

 

附 則 

この規程は、刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行

の日（令和７年６月１日）から施行する。 
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別表 発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅰ．はじめに 

 １． （略） 

 

 ２．関連法令 

  ＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措

置計画の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措

置計画の変更の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等

の廃止措置計画の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等

の廃止措置計画の変更の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜手数料関連＞ 

  ・法第７５条第１項第３号（手数料の納付） 

  ・ （略） 

  ＜罰則関連＞ 

  ・法第７８条第５号の３（法第４３条の３の２第２項又は第４３条の３の３

４第２項の規定に違反して廃止措置を講じた者（一年以下の拘禁刑

若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。）） 

  ・法第７８条第５号の５（法第４３条の３の３第２項又は第４３条の３の３

５第２項の規定に違反した者（一年以下の拘禁刑若しくは百万円以

下の罰金に処し、又はこれを併科する。）） 

Ⅰ．はじめに 

 １． （略） 

 

 ２．関連法令、訓令等 

  ＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措

置計画の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措

置計画の変更の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等

の廃止措置計画の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等

の廃止措置計画の変更の認可関連＞ 

  （略） 

  ＜手数料関連＞ 

  ・法第７５条第１項（手数料の納付） 

  ・ （略） 

  ＜罰則関連＞ 

  ・法第７８条第５号の３（法第４３条の３の２第２項及び法第４３条の３

の３４第２項の規定に違反して廃止措置を講じた者に処する一年以

下の懲役、百万円以下の罰金） 

  ・法第７８条第５号の５（法第４３条の３の３第２項及び法第４３条の３

の３５第２項の規定に違反した者に処する一年以下の懲役、百万円

以下の罰金） 

Ⅱ．審査の対象及び方法 Ⅱ．審査の対象及び方法 
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廃止措置計画の認可の申請及び廃止措置計画の変更の認可の申

請に係る審査の対象及び方法を以下に示す。 

 １． （略） 

 

 ２．審査の方法 

審査は、申請に係る廃止措置計画が、以下の認可の基準に適合す

るものであるか否かを確認することとする。 

審査に当たっては、原子力安全委員会の安全審査指針類である

「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考え方」（昭和６０年１２

月１９日原子力安全委員会決定）を参考にする。 

また、申請の内容を勘案し、必要に応じ、現地調査、有識者の専門

的意見の聴取を実施する。 

 

 

○発電用原子炉施設の廃止措置については、原子力規制委員会規

則で定める基準として、実用炉規則第１１９条及び開発炉規則第１１４

条に 

１） 廃止措置計画に係る発電用原子炉の炉心（研究開発段階発電用

原子炉にあっては炉心等。以下同じ。）から使用済燃料（研究開発

段階発電用原子炉にあっては燃料体）が取り出されていること 

２） 核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること 

３） 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の管理、処理

及び廃棄が適切なものであること 

４） 廃止措置の実施が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染

された物又は発電用原子炉による災害の防止上適切なものであ

ること 

と規定されている。 

 

○試験研究用等原子炉施設の廃止措置については、試験炉規則第１

６条の９に 

１) 廃止措置計画に係る試験研究用等原子炉の炉心から使用済燃

廃止措置計画の認可の申請及び廃止措置計画の変更の認可の申

請に係る審査の対象及び方法を以下に示す。 

 １． （略） 

 

 ２．審査の方法 

審査は、申請に係る廃止措置計画が、以下の認可の基準に適合す

るものであるか否かを確認することとする。 

審査に当たっては、「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的

考え方－ＪＰＤＲの解体に当たって－」（昭和６０年１２月１９日原子力

安全委員会決定、平成１３年８月６日「原子炉施設の解体に係る安全

確保の基本的考え方」として一部改訂）を参考にする。 

また、申請の内容を勘案し、必要に応じ、現地調査、有識者の専門

的意見の聴取を実施する。 

 

○発電用原子炉施設の廃止措置については、原子力規制委員会規

則で定める基準として、実用炉規則第１１９条及び開発炉規則第１１４

条に 

１) 廃止措置計画に係る発電用原子炉の炉心（研究開発段階発電用

原子炉にあっては炉心等。以下同じ。）から使用済燃料（研究開発

段階発電用原子炉にあっては燃料体）が取り出されていること。 

２) 核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること。 

３) 核燃料物資又は核燃料物質によって汚染された物の管理、処理

及び廃棄が適切なものであること。 

４) 廃止措置の実施が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染

された物又は発電用原子炉による災害の防止上適切なものであ

ること。 

と規定されている。 

 

○試験研究用等原子炉施設の廃止措置については、試験炉規則第１

６条の９に 

１) 廃止措置計画に係る試験研究用等原子炉の炉心から使用済燃
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料が取り出されていること 

２) 核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること 

３) 核燃料物質等の管理、処理及び廃棄が適切なものであること 

４) 廃止措置の実施が核燃料物質等又は試験研究用等原子炉によ

る災害の防止上適切なものであること 

と規定されている。 

また、炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようと

する場合には、上記１）に代えて 

・廃止措置計画に係る当該試験研究用等原子炉の運転停止に関する

恒久的な措置が講じられていることとする 

と規定されている。 

 

注） （略） 

 

料が取り出されていること 

２) 核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること 

３) 核燃料物質等の管理、処理及び廃棄が適切なものであること 

４) 廃止措置の実施が核燃料物質等又は試験研究用等原子炉によ

る災害の防止上適切なものであること 

と規定されている。 

また、炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようと

する場合には、上記１）に代えて 

・廃止措置計画に係る当該試験研究用等原子炉の運転停止に関する

恒久的な措置が講じられていることとする。 

と規定されている。 

 

注） （略） 

 

Ⅲ．審査の基準 

 １． （略） 

 

 ２．申請書記載事項に対する審査基準 

 （１） 解体対象となる施設及びその解体の方法 

    ・試験炉規則第１６条の６第１項第５号 

    ・実用炉規則第１１６条第１項第５号 

    ・開発炉規則第１１１条第１項第５号 

    １） （略） 

    ２） 解体の方法 

原子炉施設の廃止措置は、核燃料物質若しくは核燃料物質に

よって汚染された物又は原子炉による災害の防止上適切（支障

がないもの）であることが求められる。 

すなわち、原子炉の運転を恒久的に停止した後には、まず、炉

心から使用済燃料（研究開発段階発電用原子炉にあっては燃料

体）を取り出す必要がある。 

原子炉施設の解体撤去作業の実施に当たっては、公衆及び放

Ⅲ．審査の基準 

 １． （略） 

 

 ２．申請書記載事項に対する審査基準 

 （１） 解体対象となる施設及びその解体の方法 

    ・試験炉規則第１６条の６第１項第５号 

    ・実用炉規則第１１６条第１項第５号 

    ・開発炉規則第１１１条第１項第５号 

    １） （略） 

    ２） 解体の方法 

原子炉施設の廃止措置は、核燃料物質若しくは核燃料物質に

よって汚染された物又は原子炉による災害の防止上適切（支障

がないもの）であることが求められる。 

すなわち、原子炉の運転を恒久的に停止した後には、まず、炉

心から使用済燃料（研究開発段階発電用原子炉にあっては燃料

体）を取り出す必要がある。 

原子炉施設の解体撤去作業の実施に当たっては、公衆及び放
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射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、施

設内に残存する放射性物質の種類、数量及び分布や放射性廃

棄物の発生量を事前に評価した上で、解体撤去作業前の除染実

施の検討や、放射性機器等の解体撤去時期の検討等により解体

撤去の手順及び工法の選定がなされる必要がある。また、廃止

措置の進捗に応じて、保安のために必要な原子炉施設の維持管

理、放射性廃棄物の処理等に関する措置が講じられる必要があ

る。 

ここで、原子炉施設の廃止措置は、一般的に、原子炉の機能

停止、燃料体等の撤去及び搬出、系統の隔離や施設の密閉、原

子炉施設内の残存放射能の時間的減衰を図るための安全貯蔵

を経て、最終的に施設の解体撤去作業が、長期間をかけて行わ

れる。 

こうしたことを踏まえ、 

○解体の方法においては、原子炉施設の廃止措置期間全体を

見通し、以下のような段階とその段階ごとに講じる措置が示され

ていること。また、各工事の着手要件、完了要件が適切に設定さ

れていること。 

 

①原子炉の機能停止から燃料体搬出までの段階 

原子炉の機能停止のための措置として、炉心からすべての

燃料体が取り出され、炉心への燃料体の再装荷を不可とする

ような措置が講じられるとともに、燃料体は核燃料物質貯蔵設

備に保管され、同設備の解体開始前に原子炉施設外へ搬出さ

れること。 

原子炉格納施設、換気設備及び廃棄設備等の閉じ込め機

能が確保され、当該機能の確保に関連する放射線管理設備、

電源設備等の機能が確保されること。 

試験研究用等原子炉施設において炉心から使用済燃料を

取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合は、廃止措置計

画に係る当該試験研究用等原子炉の運転停止に関する恒久

射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、施

設内に残存する放射性物質の種類、数量及び分布や放射性廃

棄物の発生量を事前に評価した上で、解体撤去作業前の除染実

施の検討や、放射性機器等の解体撤去時期の検討等により解体

撤去の手順及び工法の選定がなされる必要がある。また、廃止

措置の進捗に応じて、保安のために必要な原子炉施設の維持管

理、放射性廃棄物の処理等に関する措置が講じられる必要があ

る。 

ここで、原子炉施設の廃止措置は、一般的に、原子炉の機能

停止、燃料体等の撤去及び搬出、系統の隔離や施設の密閉、原

子炉施設内の残存放射能の時間的減衰を図るための安全貯蔵

を経て、最終的に施設の解体撤去作業が、長期間をかけて行わ

れる。 

こうしたことを踏まえ、 

○解体の方法においては、原子炉施設の廃止措置期間全体を

見通し、以下のような段階とその段階ごとに講じる措置が示され

ていること。また、各工事の着手要件、完了要件が適切に設定さ

れていること。 

 

①原子炉の機能停止から燃料体搬出までの段階 

原子炉の機能停止のための措置として、炉心からすべての

燃料体が取り出され、炉心への燃料体の再装荷を不可とする

ような措置が講じられるとともに、燃料体は核燃料物質貯蔵設

備に保管され、同設備の解体開始前に原子炉施設外へ搬出さ

れること。 

原子炉格納施設、換気設備及び廃棄設備等の閉じ込め機

能が確保され、当該機能の確保に関連する放射線管理設備、

電源設備等の機能が確保されること。 

試験研究用原子炉施設において炉心から使用済燃料を取り

出す前に廃止措置を開始しようとする場合は、廃止措置計画

に係る当該試験研究用等原子炉の運転停止に関する恒久的
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的な措置が講じられるとともに、炉心から使用済燃料を取り出

すまでの間、冷却機能、臨界防止機能その他の使用済燃料を

炉心において安全に保管するために必要な機能が維持される

こと。 

② （略） 

③解体撤去段階 

原子炉施設内に残存する放射性物質の評価を基に、核燃料

物質による汚染の適切な除去、核燃料物質によって汚染され

た物の適切な廃棄等が行われること。 

○廃止措置計画に係る原子炉の炉心から使用済燃料（研究開発

段階発電用原子炉にあっては燃料体）が取り出されていること

が、認可の基準となっていることから、申請に先立ち炉心から燃

料を取り出していること。（試験研究用等原子炉施設において炉

心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場

合を除く。） 

○発電用原子炉施設において、使用済燃料貯蔵設備に使用済

燃料が存在する間は、使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量

に漏えいする事象等を考慮し、使用済燃料の著しい損傷の進行

を緩和し及び臨界を防止するための必要な設備等の重大事故等

対処設備の解体について、その機能を維持管理する期間が適切

に評価されていること。あるいは、その設備が不要であることが

適切に評価されていること。 

 

注）  廃止措置計画の認可申請においては、廃止措置の全期間に

ついて試験炉規則、実用炉規則又は開発炉規則で定められた

事項（以下「申請書記載事項」という。）を申請書に記載するこ

とが必要であるところ、将来実施する個々の工事の安全性等

の詳細を申請時以降に定めることが合理的であると認められ

る場合にあっては、当該部分（以下「後期工程」という。）の範囲

を明確にした上で、後期工程については、廃止措置の実施体

制、試験研究用等原子炉本体又は発電用原子炉本体の解体

な措置が講じられるとともに、炉心から使用済燃料を取り出す

までの間、冷却機能、臨界防止機能その他の使用済燃料を炉

心において安全に保管するために必要な機能が維持されるこ

と。 

② （略） 

③解体撤去段階 

原子炉施設内に残存する放射性物質の評価を基に、核燃料

物質による汚染の適切な除去、核燃料物質によって汚染され

た物の適切な廃棄等が行われること。 

○廃止措置計画に係る原子炉の炉心から使用済燃料（研究開発

段階発電用原子炉にあっては燃料体）が取り出されていること

が、認可の基準となっていることから、申請に先立ち炉心から燃

料を取り出していること。（試験研究用原子炉施設において炉心

から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合

を除く。） 

○発電用原子炉施設において、使用済燃料貯蔵施設に使用済

燃料が存在する間は、使用済燃料貯蔵施設から冷却水が大量

に漏えいする事象等を考慮し、使用済燃料の著しい損傷の進行

を緩和し及び臨界を防止するための必要な設備等の重大事故等

対処設備の解体について、その機能を維持管理する期間が適切

に評価されていること。あるいは、その設備が不要であることが

適切に評価されていること。 

 

注）  廃止措置計画の認可申請においては、廃止措置の全期間に

ついて試験炉規則、実用炉規則又は開発炉規則で定められた

事項（以下「申請書記載事項」という。）を申請書に記載するこ

とが必要であるところ、将来実施する個々の工事の安全性等

の詳細を申請時以降に定めることが合理的であると認められ

る場合にあっては、当該部分（以下「後期工程」という。）の範囲

を明確にした上で、後期工程については、廃止措置の実施体

制、試験研究用等原子炉本体及び発電用原子炉本体の解体
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の基本方針、廃止措置に要する資金の額及びその調達計画

等の廃止措置全体の見通しの審査に必要な事項が記載され

ていれば、必要な事項が記載されているものとして取り扱う。 

なお、この場合においては、申請後に、後期工程に着手する

までに申請書記載事項の詳細を確定させ廃止措置計画の変

更認可を受ける旨の記載があることを確認する。 

 

 （２）～（９） （略） 

 

 ３．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

  （１）～（３） （略） 

  （４）廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

   ・試験炉規則第１６条の６第２項第３号 

・実用炉規則第１１６条第２項第３号 

・開発炉規則第１１１条第２項第３号 

原子炉施設の廃止措置においては、公衆及び放射線業務従事

者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、廃止措置に伴い発

生する放射性廃棄物の形態（放射性気体廃棄物、放射性液体廃

棄物等の別）に応じて適切な放射線管理の下に、確実に廃棄が行

われること、また、廃止措置期間中の平常時における周辺公衆へ

の影響を確認する。 

    １）・２） （略） 

    ３） 廃止措置期間中の平常時における周辺公衆の線量の評価 

       原子炉施設の廃止措置期間中の放射性気体廃棄物及び放射

性液体廃棄物の環境への放出に伴う周辺公衆の線量、放射性

固体廃棄物の保管に伴う直接線及びスカイシャイン線による周

辺公衆の線量が適切に評価されていること。 

      ①気象条件 

廃止措置期間中の原子炉施設からの平常時における放

出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量評価に関

し、適切な気象観測方法、観測値の統計処理方法及び大気

の基本方針、廃止措置に要する資金の額及びその調達計画

等の廃止措置全体の見通しの審査に必要な事項が記載され

ていれば、必要な事項が記載されているものとして取り扱う。 

なお、この場合においては、申請後に、後期工程に着手する

までに申請書記載事項の詳細を確定させ廃止措置計画の変

更認可を受ける旨の記載があることを確認する。 

 

 （２）～（９） （略） 

 

 ３．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

  （１）～（３） （略） 

  （４）廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

   ・試験炉規則第１６条の６第２項第３号 

・実用炉規則第１１６条第２項第３号 

・開発炉規則第１１１条第２項第３号 

原子炉施設の廃止措置においては、公衆及び放射線業務従事

者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、廃止措置に伴い発

生する放射性廃棄物の形態（放射性気体廃棄物、放射性液体廃

棄物等の別）に応じて適切な放射線管理の下に、確実に廃棄が行

われること、また、廃止措置期間中の平常時における周辺公衆へ

の影響を確認する。 

    １）・２） （略） 

    ３） 廃止措置期間中の平常時における周辺公衆の線量の評価 

       原子炉施設の廃止措置期間中の放射性気体廃棄物及び放射

性液体廃棄物の環境への放出に伴う周辺公衆の線量、放射性

固体廃棄物の保管に伴う直接線及びスカイシャイン線による周

辺公衆の線量が適切に評価されていること。 

      ①気象条件 

廃止措置期間中の原子炉施設からの平常時における放

出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量評価に関

し、適切な気象観測方法、観測値の統計処理方法及び大気
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拡散の解析方法（以下「気象条件」という。）により、大気中

における放射性物質の拡散状態が示されていること。 

この適切な気象条件としては、原子力安全委員会の安全

審査指針類である「発電用原子炉施設の安全解析に関する

気象指針」（昭和５７年１月２８日原子力安全委員会決定。以

下「気象指針」という。）に、大気中における放射性物質の拡

散状態を推定するために必要な気象観測方法、観測値の統

計処理方法及び平常運転時の大気拡散の解析方法が示さ

れており、審査に当たっては、これを参考とする。 

なお、気象指針では「本指針で定めた事項以外の方法を

用いる場合があっても、十分な根拠があればその使用を認

められるものである」としていることに留意する。 

② （略） 

      ③放出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量 

        評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経

路を設定するとともに、適切なパラメータを用いた被ばく評価

モデルを設定し、上記①の気象条件及び②の放出量を用い

て、周辺監視区域外の評価地点における、放出放射性物質

に起因する被ばく線量が適切に評価されていること。 

ここで、「Ⅲ．審査の基準 １．基本的考え方」に示したとお

り、廃止措置計画については、施設の解体及び核燃料物質に

よる汚染の除去等の措置が、原子力規制委員会の定める周

辺監視区域外の線量限度を超えないよう講じられるものであ

ること。さらに、原子炉設置者及び旧原子炉設置者等におい

ては、原子炉施設周辺の一般公衆の線量を合理的に達成で

きる限り低く保つための努力が払われていること。 

このような観点からの評価の方法としては、原子力安全委

員会の安全審査指針類である「発電用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に対する評価指針」（昭和５１年９月２８日原

子力委員会決定。以下「線量評価指針」という。）及び「発電用

軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価

拡散の解析方法（以下「気象条件」という。）により、大気中

における放射性物質の拡散状態が示されていること。 

この適切な気象条件としては、「発電用原子炉施設の安

全解析に関する気象指針」（昭和５７年１月２８日原子力安全

委員会決定、平成１３年３月２９日一部改訂。以下「気象指

針」という。）に、大気中における放射性物質の拡散状態を

推定するために必要な気象観測方法、観測値の統計処理

方法及び平常運転時の大気拡散の解析方法が示されてお

り、審査に当たっては、これを参考とする。 

なお、気象指針では「本指針で定めた事項以外の方法を

用いる場合があっても、十分な根拠があればその使用を認

められるものである」としていることに留意する。 

      ② （略） 

      ③放出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量 

        評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経

路を設定するとともに、適切なパラメータを用いた被ばく評価

モデルを設定し、上記①の気象条件及び②の放出量を用い

て、周辺監視区域外の評価地点における、放出放射性物質

に起因する被ばく線量が適切に評価されていること。 

ここで、「Ⅲ．審査の基準 １．基本的考え方」に示したとお

り、廃止措置計画については、施設の解体及び核燃料物質に

よる汚染の除去等の措置が、原子力規制委員会の定める周

辺監視区域外の線量限度を超えないよう講じられるものであ

ること。さらに、原子炉設置者及び旧原子炉設置者等におい

ては、原子炉施設周辺の一般公衆の線量を合理的に達成で

きる限り低く保つための努力が払われていること。 

このような観点からの評価の方法としては、原子力安全委

員会の「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対す

る評価指針」（昭和５１年９月２８日原子力委員会決定、平成１

３年３月２９日原子力安全委員会一部改訂）（以下「線量評価

指針」という。）、旧原子炉安全基準専門部会の「発電用軽水
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について」（平成元年３月２７日原子力安全委員会了承）が示

されており、審査に当たってはこれらを参考とする。 

 

 

      ④ （略） 

    ４） （略） 

  （５）廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に

関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第４号 

・実用炉規則第１１６条第２項第４号 

・開発炉規則第１１１条第２項第４号 

廃止措置計画が認可の基準に適合するものであることを確認

するに当たっては、廃止措置期間中の平常時における一般公衆

への影響はもとより、廃止措置の工事上の過失等があった場合

に発生すると想定される原子炉施設の事故の種類、程度、影響

等を確認する。 

   １） （略） 

   ２） 事故時における周辺公衆の線量評価 

①・② （略） 

③放出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量 

評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経

路を設定するとともに、適切なパラメータを用いた被ばく評価モ

デルを設定し、上記①の気象条件及び②の放出量を用いて、

敷地外の評価地点における、放出放射性物質に起因する被ば

く線量が適切に評価されていること。 

線量評価の方法としては、上記（３）３）③に述べた原子力安

全委員会の安全審査指針類を審査に当たって参考とする。 

廃止措置の工事上の過失等があった場合に発生すると想定

される原子炉施設の事故の種類、程度、影響等が周辺公衆に

与える放射線被ばくのリスクを確認する際の考え方としては、

型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価につ

いて」（平成元年３月２７日原子力安全委員会了承、平成１３

年３月２９日原子力安全委員会一部改訂）が示されており、審

査に当たってはこれらを参考とする。 

      ④ （略） 

    ４） （略） 

  （５）廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に

関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第４号 

・実用炉規則第１１６条第２項第４号 

・開発炉規則第１１１条第２項第４号 

廃止措置計画が認可の基準に適合するものであることを確認

するに当たっては、廃止措置期間中の平常時における一般公衆

への影響はもとより、廃止措置の工事上の過失等があった場合

に発生すると想定される原子炉施設の事故の種類、程度、影響

等を確認する。 

   １） （略） 

   ２） 事故時における周辺公衆の線量評価 

①・② （略） 

③放出放射性物質に起因する周辺公衆の被ばく線量 

評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経

路を設定するとともに、適切なパラメータを用いた被ばく評価モ

デルを設定し、上記①の気象条件及び②の放出量を用いて、

敷地外の評価地点における、放出放射性物質に起因する被ば

く線量が適切に評価されていること。 

線量評価の方法としては、上記（３）３）③に述べた原子力安

全委員会の指針類を審査に当たって参考とする。 

廃止措置の工事上の過失等があった場合に発生すると想定

される原子炉施設の事故の種類、程度、影響等が周辺公衆に

与える放射線被ばくのリスクを確認する際の考え方としては、
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原子力安全委員会の安全審査指針類である「水冷却型試験研

究用原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成３年７月

１８日原子力安全委員会決定）の解説における事故評価にお

いて示された考え方を参考とする。 

 

注） （略） 

 

  （６）～（１０） （略） 

「水冷却型試験研究用原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」（平成３年７月１８日原子力安全委員会決定、平成１３年

３月２９日原子力安全委員会一部改訂）解説における事故評

価において示された考え方を参考とする。 

 

注） （略） 

 

  （６）～（１０） （略） 
  

 


